様式第１号の２
令和　　年　　月　　日
一関市長　　様
（申請者）住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人・団体名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（担当者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　）
市有財産借用申請書
　一関市財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例第４条第３項の規定により、次のとおり普通財産を借用したいので申請します。
１　普通財産の表示
　　土地： 
　　建物： 
２　事業の種類（いずれかに〇をつけてください。）
　⑴　起業又は事業承継により実施する新たな事業
　⑵　地域の課題解決に資する事業
３　課題解決型支援制度の申込状況（いずれかに〇をつけてください。）
　⑴　しごとづくり支援金
　⑵　ひと・まちづくり支援金
　⑶　申込していない
４　申請する事業の名称
　　　　　　　　
５　借受期間
　　令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日まで
　　　　
６　確認項目
次の項目に該当しないことを申し出ます。（申し出る項目にチェック）
	✔欄
	項目

	
	一関市暴力団排除条例（平成27年一関市条例第38号）第２条に規定する暴力団、暴力団員、暴力団員等又は暴力団経営支配法人等に該当しません。

	
	公序良俗に反する事業又は社会通念上不適切であると判断される事業を行っていません。

	
	国税、市税等を滞納していません。


７　添付書類
　⑴　課題解決型支援制度の申込者
	✔欄
	項目

	
	市有財産の利用計画図面（借受予定地内における建物の配置図面等）

	
	課題解決型支援制度における支援金事業選定申込書類一式の写し


　⑵　起業又は事業承継により実施する新たな事業（⑴を除く。）
	✔欄
	項目

	
	事業計画書（様式第１号の３）

	
	市有財産の利用計画図面（借受予定地内における建物の配置図面等）

	
	定款又はこれに相当する書類

	
	【起業の場合】R8.4.1以降に起業したことがわかる書類
・法人：履歴事項全部証明書
・個人：税務署に提出した「個人事業の開業・廃業等届出書」の写し

	
	【事業承継の場合】R8.4.1以降に事業承継したことがわかる書類

	
	【第二創業の場合】R8.4.1以降に第二創業したことがわかる書類

	
	納税証明書
・法人：前年分の市（町民）税（本店所在地の市町村分）
　　　　直近の法人税、消費税及び地方消費税
・個人：前年分の個人市（町民）税

	
	事業に関する資料（パンフレット等）


　⑶　地域の課題解決に資する事業（⑴を除く。）
	✔欄
	項目

	
	事業計画書（様式第１号の３）

	
	市有財産の利用計画図面（借受予定地内における建物の配置図面等）

	
	定款又はこれに相当する書類

	
	・法人：履歴事項全部証明書
・個人：住民票抄本

	
	過去３期分の決算書類
（貸借対照表、損益計算書等又は確定申告書の控え）

	
	納税証明書
・法人：前年分の市（町民）税（本店所在地の市町村分）
　　　　直近の法人税、消費税及び地方消費税
・個人：前年分の個人市（町民）税

	
	事業に関する書類（パンフレット等）


